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	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【考察（学会全体）】

　今回、初めての学会参加の為、なかなか勝手が分からず戸惑うことも多かった。今回も学術発表会は会場がふたつに分かれており、目当ての発表を聞く為にそれぞれを行き来するという手間もあったが、様々な形式のプレゼンテーションがあり、文献販売も興味深い著書が多く参考になった。院内の学術発表は経験があったが、他の精神科施設や大学教授の研究発表を聞くことができ、全く別な視点から精神科の問題に触れることが出来たと思う。

　私は主にシンポジウムに参加していた。これは当病院の学術発表と同じく、座長が取りまとめる中で発表をし、質問を受け付けるという形だった。発表はプレゼンテーションの時間が厳守とのことだが、多少時間が押してしまっていた。それでも座長の進行がスローペースで、結果、その後のランチョンセミナーの開始・進行に影響を与えてしまっていた。時間が守れないと、他の発表に迷惑をかけてしまう為、発表者が時間を厳守するのはもちろんのこと、座長の技量も重要になってくると感じた。

普段ふれあうことの無い、別な施設の方の研究を見たり、話をして交流したりすることによって、刺激になって新しい発見に繋がり、また自分自身や普段の業務のことを改めて考えさせられた。

【考察】

シンポジウムⅢ（メンタルヘルスと地域行政）

『障害のある人の地域生活移行と行政の役割』について

　現在、自分自身がデイケアという地域生活の場に近い部署に配属になっており、精神障害者が地域生活をする上で、どのようなことが重要になってくるのか興味を抱き、この発表を拝聴した。

　精神障害者は、長期の入院後に退院し、社会生活を始めるケースが決して少なくはなく、その場合、社会生活に復帰するにあたって大抵多くの支援を必要とする。その中で、当院では外来受診や訪問看護、通所の利用、青明舎での相談の場の提供、地域生活訓練の場として青山荘や青風荘、グループホームなどが含まれている。これらは、研修で述べられていた「障害福祉サービス」の部分に当てはめることが出来る。デイケアは、日中活動の場の提供にあたり、それに加えて、他項目（相談支援）で挙げられている「いつでも相談できる場」という役割も担っていると自分は考えている。実際に、デイケアを日中活動の場だけでなく、相談の場として利用しているメンバーもおられる。相談を受けるということは、相手にとっての理解を深め、必要であれば、問題となっていることに的確なアドバイスを行うということで、これは相談を受けるスタッフの持っている知識や専門性が問われることである。これは、「地域生活を支える人材育成と確保」も項目に絡んでくると思われる。このことから、デイケア（通所リハビリテーション）は一つの障害福祉サービスであるが、多くの要素を持っていると考えられる。

　シンポジウムでの相談支援体制は、ほとんどがケアマネジメントとしての相談の場であり、障害者自立支援法に基づいて、障害者がその人らしく地域で自立した生活を実現していくために、そのケアマネジメント体制を整備してきている。総合的なケアマネジメント、広い地域生活の中の小さな枠組みとして、それぞれデイケア、外来通院、訪問看護、グループホーム等があるが、それらひとつひとつも精神障害者に関わる機関としてそれぞれが重要であり、専門性が求められる。精神障害者が地域で生活するにあたって、支援する側は、それぞれの専門的な役割を理解し、的確な援助を行い、保健・医療・福祉に関わる機関が連携を取り合い、障害者に包括的なケアを提供していく必要がある。

【研修要旨】

シンポジウムⅢ（メンタルヘルスと地域行政）

『障害のある人の地域生活移行と行政の役割』

　現在、障害者が病院や施設から、グループホームやケアホーム、アパート等での生活に移行することが進められている。障害者自立支援法の支援体系においては、障害者支援に関するハードの施設類型はなく、支援の内容を組み合わせて一人一人の生活を構築するようなプログラムによって組み立てられている。管理的・保護的な支援から、一人一人の生活課題に沿った支援を組み合わせ、状況によってはそれを開発しながら、障害のある人の、生活上の具体的な便宜を図っていくことで、それらの困難を乗り越えていくという考えが前提となっている。そこには、ICFに基づく障害概念を具体的実践に展開させ、障害のある人の「社会的障害」の意味を問い直すことによって、新たな障害者の生活支援に対する価値観が求められている。

　その中で、市町村行政においては、これからの障害者保健福祉の中核的な役割を担い、個別・具体的な相談支援と地域支援システムを構築することが求められている。障害者福祉計画の策定から、その実践と評価を通して、障害者の地域生活をトータルに保障することに市町村の役割がある。2008年7月31日に実施された「今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会」の論点整理案の一つにも、精神障害者の地域生活移行とその支援性が挙げられている。

　障害者が地域で生活する為には、以下の事項が重要である。（岩手県においての例）

1． 相談支援体制の整備

1 ケアマネジメント体制の拡充

2 市町村における相談支援体制の整備

3 専門性の高い相談体制の整備

4 地域障害者自立支援協議会の設置

5 岩手県障害者自立支援協議会の設置

6 保健・医療・福祉の連携

2． 障害福祉サービスの充実

1 日中活動の場の整備

2 住まいの場の整備

3 訪問系サービスの充実

4 在宅保健福祉サービスの充実

3． 地域生活を支える人材の育成と確保

①保健・医療・福祉人材の育成と確保

　障害者が安心・安全に生活する為、サービス提供主体である市町村において、保健関係者（市町村・県の保健師、栄養士等）、福祉関係者（市町村、事業者、市町村社会保険福祉協議会等）、医療機関（主治医、障害程度区分協力医等）の各部門が緊密に連携し、障害者が必要とするときに適切なサービスと助言が必要である。また、訪問医療や訪問看護等の医療サービス、保健サービスを必要に応じて組み合わせて利用できるよう、保健・福祉・医療関係機関の連携を強化する必要があり、障害者自身が相談できる場を提供・整備する必要がある。
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